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⚑．はじめに

1.1 研究目的・研究背景

本研究の目的は近年の北海道における鉄道廃止の影響を人口動態に着目して明らかにするこ

とである。JR 北海道は 2016 年，地域交通を持続的に維持するための取り組みとして，JR 北

海道単独での維持困難線区を公表し，当時すでに廃止に向けての議論を始めていた石勝線・夕

張支線及び日高本線（鵡川～様似間）の⚒線区（通称：茶線区）に加え，輸送密度 200 人未満

の線区（通称：赤線区）についてはバス転換等を念頭に地域と協議を行うことを表明した。ま

た，輸送密度 200 人以上 2000 人未満線区（通称：黄色線区）については，運賃値上げ・利用

者の少ない駅の廃止・上下分離の実施等を軸に沿線地域と協議を行っていく方針とした。

この方針により，黄色⚘線区については，利用促進の取り組みや経費削減を目的とする各種

施策を取りまとめた「アクションプラン」が策定され，2021 年 12 月現在は，2021 年度から

2023 年度にかけての「第⚒期事業計画（アクションプラン）」が実施されている。一方，赤線

区に指定された札沼線（北海道医療大学～新十津川間），留萌本線（深川～留萌間），根室本線

（富良野～新得間）のうち，札沼線の当該区間については 2020 年⚕月⚗日に廃止となり，後

者⚒路線についても鉄道廃止も視野に沿線自治体との協議，検討が進められている。

このように，JR 北海道が有しているローカル線の経営状況は厳しく，需要のきわめて小さ

い赤線区がバス転換を念頭とした位置づけになっていることも踏まえると，輸送モードの転換

に舵を切る方が，費用を抑制することができ，より効率的になるという見方も当然ながらあ

る。しかし，鉄道にはバス以上の価値が存在するという研究（例えば，宇都宮 2017）や，次

章で詳述する先行研究を踏まえると，北海道においても鉄道を廃止しバス転換するという輸送
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モードの効率化を図ったとしても，当該地域に対する更なる影響が見られる可能性が考えられ

る。そこで本研究では，鉄道の存廃に伴う年齢階級別の人口の変化に着目して北海道における

鉄道廃止の影響を分析する。

1.2 先行研究

日本における鉄道の存廃問題に着目し，その要因や沿線への影響について定量的に明らかに

した研究はこれまでにも行われている。本研究が対象としている北海道における鉄道の存廃に

着目した研究として，浅妻（2021）は，道央圏や道東圏を対象に鉄道の存廃が駅勢圏の人口の

推移に及ぼした影響について，GIS を用いた分析を行った。分析の結果，駅勢圏を広く捉えた

ときには人口推移への顕著な影響は確認できなかったとする一方で，駅勢圏を狭く捉えたとき

には，路線・駅が地域の拠点として機能し人口減少を抑制させている可能性を示唆した。

全国的な地方鉄道の存廃の要因を定量的に捉えた研究として，板谷（2014）は，2000 年～

2010 年の間に存廃が決定した 40 路線を対象に，鉄道・軌道業における営業指標や沿線地域の

人口や財政力指数などの指標を用いて判別分析を実施した。判別分析の結果，輸送密度，財政

力指数，人口，軌道ダミーが判別に有意に寄与していることが明らかとなり，こうした指標が

存廃に影響していることが示唆された。また，地方鉄道をマクロ的に捉えた上で沿線地域への

影響に着目した研究では，廃止駅周辺の若年人口や定住者の減少率が，存続している地方鉄道

のそれよりも有意に大きいことや，特定の年齢層の社会増減に差が見られていることが明らか

となっている（坂本・山岡，2017；松中・大庭・植村，2020）。先述した板谷（2014）では，

地域経済に関わる指標として，人口・地方財政歳入額・事業所数・製造業従業者数・小売業年

間販売額・課税対象所得額・乗用車保有台数を取り上げ，存廃決定前後で有意な差が見られる

か否かを分析した。その結果，地方財政歳入額のみ鉄道存続事例において増加する傾向がある

ことが示唆され，その他の指標では有意差は見られないことを明らかにしたことから，「鉄道

存廃問題発生後に存続したか廃止したかということと，地域の経済状況との間には関連性は確

認できない」と述べている（板谷 2014，p.138）。このように地方鉄道をマクロ的に捉えた研究

においても沿線地域に影響を及ぼしたか否か，またどのような点に影響を与えたかはさまざま

であることが見て取れる。

マクロ的に捉えたデータ分析のみならず，個別事例にフォーカスした研究も存在する。宮

崎・高山（2012）は，のと鉄道能登線を事例に，利用頻度と廃線後の廃止代替バスの利用頻度

の変化状況に応じて地域住民の意識に違いがあること，具体的には廃止代替バスの利用頻度が

のと鉄道の利用頻度に比べて減少している住民は，廃止代替バスの評価の低下に加えて地域が

衰退していると感じている傾向が強いことを明らかにした。のと鉄道は積雪地域を運行してい

るという意味では北海道と比較的類似した環境にあるともいえるが，積雪が見られるという点

は鉄道の存廃にも影響をもたらす。例えば鉄道は豪雪地帯における冬季期間の輸送に重要な役

割を持っており，国鉄時代に選定されていた廃止対象路線（特定地方交通線）において，冬季
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期間に代替輸送として機能する道路が積雪のため通行不可となる場合は廃止対象から除外され

ていたことからもそれは明らかである。この点に着目した研究も見られており，積雪地域にお

ける地方鉄道を対象に地方鉄道の役割や特性を分析した三寺・小塚・本多（2008）は，特性と

して通勤通学などの生活路線としての特性と観光などの非日常の特性が対象地域の地方鉄道で

は混在していることを示した上で，のと鉄道の事例分析も通じて，積雪時の定時制の確保，輸

送力が大きいという特性を指摘した。加えて，マイレール意識の向上や意識啓発による積雪・

過疎地域における地方鉄道の必要性を，非利用者も含めた沿線住民に浸透させることが重要で

あると指摘している。

このように，主に地方圏を運行エリアに持つ地方鉄道を中心とした鉄道の存廃問題に着目し

た研究は見られているが，北海道の事例に焦点を当てた上で且つ，年齢階級別の人口の変化に

着目した分析は管見の限り見られない。

⚒．分析対象・分析手法について

2.1 分析対象路線とデータの出所

本研究では北海道における近年の鉄道廃止の影響を年齢階級別の人口変化に着目してとらえ

ることから，分析年度は 2000 年以降とし，2000 年・2005 年・2010 年・2015 年・2020 年の

「住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び世帯数」より，札幌市を除く道内 178 市町村の年

齢階級別人口データを抽出した1。表⚑には人口の記述統計量を記載している。なお，市町村

合併が分析期間中に行われたことから，市町村域は 2020 年に準じている。分析期間内である

2000 年⚑月⚑日から 2020 年⚑月⚑日までの廃止路線は，北海道ちほく高原鉄道ふるさと銀河

線（2006 年），江差線・木古内～江差間（2014 年），留萌本線・留萌～増毛間（2016 年），石

勝線・新夕張～夕張間（2019 年）が該当する2。但し，後述する理由から，石勝線（夕張支

線）は対象路線から外しており，その一方で日高本線・鵡川～様似間を対象路線に追加してい

る。日高本線・鵡川～様似間については，廃止年は 2021 年だが，2015 年に発生した土砂流出

に伴って同年から鵡川～様似間が長らく運休していたこと，2016 年末に JR北海道が不通区間

の鉄道復旧断念を発表したこと，2019 年には不通区間の沿線⚗町が同区間のバス転換に向け

た JR北海道との協議に入ることが示されたことなどを考慮し，対象路線とした。

したがって，本研究での対象路線は，北海道ちほく高原鉄道ふるさと銀河線，江差線・木古

内～江差間，留萌本線・留萌～増毛間及び，日高本線・鵡川～様似間である。表⚒にはこれら

の対象路線の沿線市町村をまとめている。

1札幌市だけ他の市町村とは異なる動きを見せると考えられることから，分析対象の市町村から除外
した。
2括弧内は廃止年を示している。
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2.2 分析手法

被説明変数には 2000 年における⚕歳ごとの各年齢階級を基準に，⚕年ごとに⚑つ上の年齢

階級に当たる人口を並べる形で構築した疑似パネルデータを用いる。つまり，2000 年のある

市町村における⚐～⚔歳の人口は，2005 年の当該市町村の⚕～⚙歳の人口となり，2020 年に

は 20～24 歳の人口となる。そして，以下のようなモデルを仮定し，個別効果と時間効果を考

慮した二元配置モデルによる分析を進めていく。

�� ��􎨬�􀀽�􀀫�􎨱 ��􎨬�􀀫�􎨲 ��􎨬�􀀫�􎨳 ��􎨬�􀀫��􎨬�

P は年齢階級別人口，A は廃止年以降に該当する市町村に⚑を取るダミー変数（廃止ダ

ミー），R は鉄道がある市町村或いは本研究の対象路線が存在していた市町村に⚑を取るダ
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表⚑ 記述統計量（人口）

注：年齢階級は 2000 年時点。 （単位：人）

表⚒ 分析対象路線の沿線市町村一覧（市町村名は 2021 年 12 月現在に準拠）



ミー変数（鉄道有無ダミー），H は 2020 年の日高本線廃止区間の沿線市町村に⚑を取るダ

ミー変数（日高線ダミー）である3。εは誤差項で，i は各市町村，t は年を示す。なお，先述

した通り，時間効果も捕捉するため，時間ダミー（2005 年・2010 年・2015 年・2020 年）も投

入して分析を行う。

想定される符号は，「廃止ダミー」は廃止による人口への影響を捉える変数であることから

負，「鉄道有無ダミー」は鉄道がある地域の方が人口への影響を及ぼしにくいと考えられるこ

とから正，「日高線ダミー」は災害の影響を捕捉することから他地域より人口減少の影響が大

きく表れていると考えられる一方で，バス転換に向けた本格的な協議が 2019 年と 2020 年に近

かったことから，人口の変化に大きな影響をもたらさないという見方もできよう。したがっ

て，「日高線ダミー」については事前の符号の想定ができない。

なお，「廃止ダミー」については，本研究では鉄道が廃線となることで当該市町村から鉄道

がなくなった地域を対象に投入している。したがって，分析期間内に石勝線（夕張支線）が廃

止となったものの，同線が所在していた夕張市内には 2021 年 12 月現在，石勝線の新夕張駅と

滝ノ上駅が営業していることから，夕張市に廃止ダミーは投入していない。同様に，池田市，

北見市，留萌市，当別町，木古内町，むかわ町も廃止ダミーの対象外となっている。

また，本研究での対象路線は全て需要が低迷していた路線であるが，北海道ちほく高原鉄道

ふるさと銀河線のみ第⚓セクター鉄道事業者であり，2006 年の廃止と他の⚓路線と比べて早

い時期に廃止になったことから，異なる動きを見せる可能性を考え，対象路線が，

【パターン⚑】北海道ちほく高原鉄道ふるさと銀河線，江差線・木古内～江差間，留萌本線・

留萌～増毛間，日高本線・鵡川～様似間

【パターン⚒】江差線・木古内～江差間，留萌本線・留萌～増毛間，日高本線・鵡川～様似間

の⚒つのパターンについて分析を行うこととする。

⚓．分析結果

3.1 パターン⚑の分析結果

分析結果は表⚓のとおりである。分析結果の表には固定効果モデルと変量効果モデルの双方

を記載しているが，どちらのモデルが適切かをハウスマン検定により判定しており，採択され

た方の分析結果の年齢階級部分にマークしている。2000 年時点の年齢階級が，「0-4 歳」，「5-9

歳」，「10-14 歳」，「15-19 歳」においては固定効果モデルが，その他の年齢階級では変量効果

モデルが採択される結果となった4。

3日高本線は利用者の低迷があったとはいえ，災害に伴う不通から廃止に繋がったため，他の路線と
大きく背景が異なることから，その要因が影響しているかどうかを捕捉するためにダミー変数を設
定した。
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4その上でプーリングモデルとどちらが適切かを判定するために F検定あるいは Breusch-Pagan 検
定を行った結果，固定効果モデルあるいは変量効果モデルが採択された。

表⚓ 分析結果（パターン⚑）

注：＊は⚕％，＊＊は⚑％，＊＊＊は 0.1％水準で有意であることを表す（表⚕も同様）。



さて，廃止ダミーが⚕％水準で負で有意となった年齢階級（2000 年時点）は，「0-4 歳」，

「5-9 歳」，「50-54 歳」，「55-59 歳」の⚔階級である。廃止ダミーが反映されているのは 2010

年以降であることから，その頃に高校卒業や進学・就職を控える 10 代後半から 20 代前半に差

し掛かる年齢階級および高齢者に差し掛かる階級において有意となっていることがわかる。こ

れらの年齢階級においては，自由度修正済み決定係数が比較的高く，おおよそ⚖割～⚘割強の

説明力を持っているものと言える。

一方，「10-14」歳から「45-49 歳」の年齢階級ではいずれのケースでも有意とならなかっ

た。加えて，廃止ダミーがかかる年次において 30 代以上 60 歳未満の年齢階級となる「20-24

歳」から「35-39 歳」の区分では，自由度修正済み決定係数 0.4 を下回っているように総じて

低く，他の要因が影響しているものと思われる。

3.2 パターン⚒の分析結果

分析結果は表⚔のとおりである。パターン⚒において，ハウスマン検定及びBreusch-Pagan

検定を行った結果，全てのケースで変量効果モデルが採択された。

概観すると，自由度修正済み決定係数の値はパターン⚑とおおむね同様の傾向を示している

ことが分かる。その一方で，廃止ダミーが⚕％水準で負で有意となった年齢階級（2000 年時

点）は「0-4 歳」，「5-9 歳」，「30-34 歳」とパターン⚑とは若干傾向が異なっている5。

また，パターン⚒においては，「5-9 歳」の区分で日高線ダミーが⚕％水準で正で有意と

なっている6。これより，日高本線の不通による影響は，廃止に向けた本格的な協議が 2019 年

になったということもあり，他の線区より影響は小さかったことが示唆され，その他の年齢階

級では有意とならなかったことから，影響は極めて限定的であったものと思われる。

⚔．考察

前章で示した分析結果より，パターン⚑・パターン⚒ともに，年齢階級によってモデルの

フィッティングに大きな違いがあることが分かる。説明変数には鉄道の有無と存廃，日高線ダ

ミー（及び時間固定効果を捉える時間ダミー）しか投入していないが，北海道ちほく高原鉄道

の廃止の影響を捉えたパターン⚑では，若年層及び高齢者層に差し掛かる層ではかなりの部分

を説明できると言える。その一方で，30 歳代～50 歳代にあたる年齢階級においては，公共交

通に関する要素は重要なファクターとなっているとは言えないと思われることから，鉄道の有

無や存廃といった公共交通に関わる面は，特定の年齢階級に影響を与えるものと思われる。

5参考までに，有意水準を 10％とすると「25-29 歳」，「35-39 歳」，「45-49 歳」，「50-54 歳」でも廃
止ダミーが有意となる。
6有意水準を 10％とすると「0-4 歳」も該当する。
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表⚔ 分析結果（パターン⚒）



両パターンにおいて，「0-4 歳」，「5-9 歳」が共通して「廃止ダミー」が⚕％水準で負で有意

となった年齢階級であることから，こうした若年層には廃止の影響が出ている可能性が非常に

高いものと思われる。進学・就職のタイミングに差し掛かるタイミングでの年ダミーの推計値

が（絶対値で）大きく出ているにもかかわらず，更に廃止ダミーが有意になっていることを踏

まえると，鉄道の廃止が若年層の人口流出を促している可能性が示唆されている。鉄道廃止に

よる公共交通の利便性の低下が，その要因として考えられるが，運転免許を取得することがで

きる年齢にも差し掛かっていることを踏まえると，公共交通の利便性の低下が大きな影響には

ならないという見方もできる。実際に，他の多くの年齢階級では廃止ダミーが⚕％水準で有意

な結果になっていない。他の地域に移動する可能性の高い人生のターニングポイントで鉄道が

廃止され，その影響が出ているということは，移動手段の利便性低下というよりも，鉄道の廃

止が地域衰退の負のシンボルとして捉えられ，進学・就職のタイミングでさらに人口流出を招

いている可能性も考えられるのではないだろうか。

⚕．結びにかえて

本研究では北海道を事例に，近年の鉄道廃止が人口に与える影響を年齢階級に着目して分析

した。分析対象路線は，江差線・木古内～江差間，留萌本線・留萌～増毛間及び，日高本線・

鵡川～様似間をベースに，北海道ちほく高原鉄道ふるさと銀河線を追加したパターンと追加し

ていないパターンの⚒種類用意し，札幌市を除く北海道内 178 市町村のパネルデータを構築し

た上でデータ分析を行った。

ふるさと銀河線を含めたパターン⚑と含めていないパターン⚒では，廃止の影響が見られた

年齢階級に差異があるものの，2000 年基準での年齢階級が「0-4 歳」「5-9 歳」の⚒区分では

共通して廃止の影響が有意に見られた。その一方で，多くの年齢階級では廃止の影響が見られ

たとはいえなかったことから，若年層に限定して廃止の影響が人口流出という形で生じている

可能性が示唆された。

自動車等の運転免許が取得できる年齢と鉄道の廃止がおおよそ同時期に訪れていること，他

の年齢階級では廃止の影響が大きく表れていないことを踏まえると，移動手段の利便性低下と

いうよりも，鉄道の廃止が地域衰退の負のシンボルとして捉えられ，進学・就職のタイミング

でさらに人口流出を招いている可能性が考えられる。

本研究は，北海道を事例に鉄道廃止の影響を分析し，鉄道の廃止が若年層の人口流出に拍車

をかけていた可能性があることを明らかにした。ここからも分かるように，北海道の事例にお

いては，鉄道廃止の影響は年齢階級別に着目した限りは限定的であると指摘できる。尤も，近

年の JR 北海道において廃止が検討されるようになる輸送密度の基準は，国鉄時代の特定地方

交通線と比較して大幅に低下していることを踏まえると7，廃止の検討がなされている路線は

鉄道を存続する意義が相当低いと認定された路線であると考えられることから，効果が限定的
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であったことも頷ける。しかし，本研究の結果より，鉄道の廃止は当該地域からの若者の更な

る減少に繋がる可能性があることから，将来的な地域の在り方についても併せて考えていく必

要があろう。

最後に今後の課題について述べる。本研究ではマクロ的に捉えた形でデータ分析を行ったこ

とから個々の詳細な鉄道廃止後の影響については捉えることができなかった。また，市町村単

位でデータを構築したことから，駅勢圏を考慮した分析もできていない。より詳細なデータ分

析ならびにそれを補完する事例調査を行うことで，鉄道廃止の影響が地域に現れたかどうか，

さらに具体的に捉えていく必要があると考える。
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